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みんなで考え、実行する 

「鎌ケ谷市行財政改革推進プラン」（平成 23～27 年度） 

平成 2６年度の進捗状況 

 

「みんなで考え、実行する 鎌ケ谷市行財政改革推進プラン」（通称「みんなでプ

ラン」）の平成２６年度の進捗状況について、平成２６年度決算見込み等を取りまと

めた結果、以下のとおり報告します。 

 

１ 計画の策定趣旨 

全国規模での尐子高齢化や人口減尐の影響により、今後、鎌ケ谷市においても、

税収が減る一方で、福祉や医療に要する経費などは増加し、厳しい財政状況下と

なります。これに対応するため、～みんなで考え、実行する～「鎌ケ谷市行財政

改革推進プラン」を、策定しました。 

 

２ 推進にあたっての基本的な考え方 

  計画の推進にあたっては、他の行財政改革関連計画との整合性を図るとともに、 

「みんなで考え、実行する行財政改革」を計画のコンセプトとして取り組んでい

ます。 

 

３ 計画の主要な項目と取組み 

計画には、「①歳入増のための取組み」、「②歳出抑制のための取組み」、「③変化

に対応できる行財政体質構築のための取組み」の３つの柱を掲げており、それぞ

れの柱ごとの取組み項目および計画に掲げた計画期間中（平成 23～27 年度）の

効果額は次のとおりです。 

柱 取組み数 効果額 

柱①歳入増のための取組み 5 項目 12 の取組み 5 億 9,230 万円 

柱②歳出抑制のための取組み 8 項目 35 の取組み 2,770 万円 

柱③変化に対応できる行財政

体質構築のための取組み 

7 項目 28 の取組み ─ 

全体 20 項目 75 の取組み 6 億 2,000 万円 
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４ 数値目標の状況 

 計画に掲げた数値目標の平成 2６年度（単年度）の状況は次のとおりで、「行財政

改革効果額」と「市全体の債務残高」以外は目標を達成しています。 

項目 目標 実績 状況 

ア 行財政改革効果額 84,200 千円 35,012 千円 未達成 

※２ 

イ 経常収支比率 95％未満 90.1％ 達成 

ウ 財政調整基金残高 1,700,000 千円以上 2,994,638 千円 達成 

エ 市全体の債務残高 38,600,000 千円未満 42,124,217 千円 未達成 

※３ 

オ 財政健全化判断比率 早期健全化基準未満 早期健全化基準未満 達成 

※１ 行財政改革効果額のうち、「未利用地の売却促進と有効活用」については計画期間全

体で 200,100 千円という目標設定となっていることから単年度の目標額・実績には

算入していません。 

※２ 行財政改革効果額については、人事院勧告に伴う給不の改定（増額）、子ども・子育

て支援新制度の実施に伴う事務、きらり鎌ケ谷市民会館のオープンなどへの対応によ

る時間外勤務の増加、定員管理においては子育て支援の充実・強化に伴う保育士の増

員などが主な原因となり、未達成となっています。 

※３ 市全体の債務残高の状況については、計画策定時に予定していなかった子どもの安全確

保のための小中学校耐震事業を前倒しし、すべての耐震工事を終了したことなどから、目

標数値を超えていますが、後年度、交付税措置される事業を優先的に選択しており、実質

的には市の負担は抑制されています。（実質的な市の負担は、約 155億７千万円） 

 

（１）行財政改革効果額の詳細 

取組み 目標 実績 

市税の収納率の向上 72,840 千円 147,138 千円 

手数料、使用料の見直し 5,000 千円 0 千円 

自動販売機設置事業者の入札 ─ 2,712 千円 

公共施設のネーミングライツ 2,000 千円 2,040 千円 

委託料の抑制 1,640 千円 12,420 千円 

消防団員健康診断の見直し 200 千円 422 千円 

給不の適正化 ─ ▲43,524 千円 

時間外勤務の抑制 2,520 千円 ▲55,875 千円 

各種手当の見直し ─ 611 千円 

特別職給不の適正化 ─ 137 千円 

定員管理の徹底 ─ ▲31,069 千円 

合計 84,200 千円 35,012 千円 
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※行財政改革効果額のうち、「未利用地の売却促進と有効活用」については計画期間全体で

200,100 千円という目標設定となっていることから単年度の目標額・実績には算入していま

せんが、平成 2６年度には 2,725 千円の効果額がありました。 

 

（２）財政健全化判断比率の詳細 

鎌ケ谷市平成 2６年度財政健全化判断比率 

区分 鎌ケ谷市実績（％） 早期健全化基準（％） 

①実質赤字比率 ─（赤字なし） 12.57 

②連結実質赤字比率 ─（赤字なし） 17.57 

③実質公債費比率 1.4 25.0 

④将来負担比率 16.7 350.0 

 

（３）計画期間４年間（平成 23～2６年度）の状況 

  

計画に掲げた数値目標のうち、「行財政改革効果額」については、平成 23 年度か

ら平成 25 年度までの実績が計 279,180 千円、平成 2６年度の実績 35,012 千

円を含めると合計 314,192 千円となり、その他計画期間全体での目標設定として

いる「未利用地の売却促進と有効活用」の平成 23 年度から平成 25 年度までの実

   Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 合計 

1 行財政改革 

効果額 

目標 77,000 千円 84,200 千円 84,200 千円 84,200 千円 329,600 千円 

実績① 76,325 千円 99,030 千円 103,825 千円 35,012 千円 314,192 千円 

達成状況 未達成 達成 達成 未達成  

２ 未利用地の売却

促進と有効活用 

目標 計画期間全体で 200,100 千円（5 年間）※年度ごとの目標値の設定はなし  

実績② 27,055 千円 4,760 千円 17,492 千円 2,725 千円 52,032 千円 

  合計（①+②） 103,380 千円 103,790 千円 121,317 千円 37,737 千円 366,224 千円 

 5 年間の目標 550,000 千円以上

に対する達成進捗率 

約 18.8％ 約 37.7％ 約 59.7％ 約 66.6％  

 

   

目標 

実績  

達成状況 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

１ 経常収支比率 95％未満 91.9％ 89.9％ 91.8％ 90.1％ すべて達成 

２ 財政調整 

基金残高 

1,700,000 

千円以上 

2,234,588 

千円 

2,596,072 

千円 

3,663,114 

千円 

2,994,638 

千円 

すべて達成 

３ 市全体の 

債務残高 

38,600,000 

千円未満 

36,576,965 

 千円 

  36,562,981 

 千円 

  40,037,477 

       千円 

  42,124,217 

       千円 

Ｈ25、Ｈ26 

未達成 

４ 財政健全化 

判断比率 

早期健全化 

基準未満 

早期健全化 

基準未満 

早期健全化 

基準未満 

早期健全化 

基準未満 

早期健全化 

基準未満 

すべて達成 
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績 49,307 千円、平成 2６年度の実績 2,725 千円を含めて累計すると 366,224

千円で、計画全体の目標額である 550,000 千円以上に対して、約 66.6％の達成

状況となっております。 

引き続き、全庁一丸となって、丌断の努力を続けてまいります。 

 その他 4 つの数値目標（経常収支比率、財政調整基金残高、市全体の債務残高、

財政健全化判断比率）については、平成23年度から平成26年度までの4年間で、

平成 25 年度と平成 26 年度の「市全体の債務残高」を除いて、すべて目標を達成

している状況です。 

 

５ 平成２５年度までに終了・休止した取組みについて（８項目） 

（１）平成２４年度で終了した取組み（１項目） 

取組み№ 取組み項目 状況 

柱③「変化に対応

できる行財政体

質構築のための

取組み」２－３ 

都市公社による先行

取得の廃止及び公社

保有土地の解消 

県振興資金借入金を拡充したことに

より、すべての債務を解消するととも

に、25 年 3 月末をもって都市公社が

解散した。⇒終了 

 

（２）平成２５年度で終了した取組み（３項目） 

取組み№ 取組み項目 状況 

柱②「歳出抑

制のための取

組み」２－６ 

保育園の管理

運営の見直し 

民間委託、民営化の判断基準の検討を行い、現

行どおり、市直営で管理運営していくこととし

た。 

⇒終了 

 

柱②「歳出抑

制のための取

組み」２－10 

学習センター

等の利用方法

の見直し 

各施設の利用基準を緩和し、利用しやすいよう

に使用許可基準の改正を行った。 

⇒終了 

柱②「歳出抑

制のための取

組み」２－11 

図書館の運営

方法の見直し 

長期継続契約による図書館運営を開始した。 

⇒終了 

 

（３）平成２５年度で休止した取組み（４項目） 

取組み№ 取組み項目 状況 

柱②「歳出抑制

のための取組

み」２－12 

消防団員健康

診断の見直し 

民間委託を検討したが、鎌ケ谷医師会と協議し、

平成 26 年度より単価契約で実施し、平成 26

年度以降休止することとした。 

⇒休止 
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柱②「歳出抑制

のための取組

み」３－６ 

当直勤務時間

の割り振りの

変更 

県内の実施状況を参考に現段階では実施時期で

ないと判断し、平成 26 年度以降休止すること

とした。 

⇒休止 

 

柱③「変化に対

応できる行財

政体質構築の

ための取組み」 

３－４ 

職員健康診断

の見直し 

健診単価が増加するため、民間委託化は困難と

判断し、見直しについては平成２６年度以降休

止することとした。 

なお、今後の状況の変化により、再度検討が必

要となった場合に検討することとした。 

⇒休止 

 

柱③「変化に対

応できる行財

政体質構築の

ための取組み」 

３－９ 

当直勤務時間

の割り振りの

変更 

県内の実施状況を参考に現段階では実施時期で

ないと判断し、平成 26 年度以降休止すること

とした。 

⇒休止 

 

６ 平成２６年度の行動評価について 

各取組みの行動計画を「有効性・効率性」の視点で、「計画を上回る」、「計画ど

おり」、「一部未実施」、「計画を見直す」の４区分で評価を行った。 

評価区分 取組み数 

計画を上回る ０ 

計画どおり ６１ 

一部未実施 ５ 

計画を見直す １ 

合計 ６７ 

 

（１）「計画を見直した」取組み（１項目） 

取組み№ 取組み項目 状況 

柱①「歳入増

のための取組

み」 

２－３ 

健（検）診費用

等の一部自己

負担制の導入 

一部自己負担の増額については、近隣市の状況

や、国のがん検診対策の方針、今後、消費税増

額（10％）の予定等を考慮して検討した結果、

実施しないこととした。 

⇒休止 

 

 

 



- 6 - 

 

（２）「一部未実施」の取組み（５項目） 

取組み№ 取組み項目 状況 

柱①「歳入増の

ための取組み」 

４－１ 

有料広告の検

討「コミュニ

ティバスにつ

いて」 

バス買い替え時に広告設置についての可能性を

検討中であり、バス事業者とヒアリングを実施

し、設置方法や需用の調査を行ったが、方針決

定には至っていない。 

 

 

柱②「歳出抑制

のための取組

み」３－２ 

各出版物（年

報、冊子）の

見直し 

各課からの相談に応じて、出版物の必要性や適

切な作成部数等について、検討するよう依頼し

ているが、外部発注をしている印刷物の見直し

についての喚起については未実施。 

 

柱②「歳出抑制

のための取組

み」３－３ 

各種イベント

の見直し 

他課のイベント情報の共有を引き続き、図るに

とどまった。 

 

柱②「歳出抑制

のための取組

み」７－１ 

公共工事のコ

スト削減 

国や県等の先進事例や、鎌ケ谷市の現行計画に

ついて、庁内担当者会議を開催し説明したが、

方針決定には至っていない。 

 

柱③「変化に対

応できる行財

政体質構築の

ための取組み」 

５－１ 

行財政運営に

関する市民と

の情報共有 

まちづくりフォーラムを通じて、市民との情報

共有を図ったが、シリーズ化した広報について

は、未実施。 
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７ 平成２７年度の取組みについて 

本計画のコンセプトである「みんなで考え、実行する」を軸にさらに計画を推進

することとし、具体的には（１）行革情報共有会議、（２）コーディネイト会議の２

つの枠組みをさらに活用してまいります。 

また、平成 2７年度効果額を計画に計上している以下の取組みついては、特に重

視して取組みます。 

取組み 平成 2７年度の目標効果額 

市税の収納率の向上 72,840 千円 

手数料、使用料の見直し 5,000 千円 

公共施設のネーミングライツ 2,000 千円 

委託料の抑制 1,640 千円 

消防団員健康診断の見直し 200 千円 

当直勤務時間の割り振りの変更 6,100 千円 

時間外勤務の抑制 2,520 千円 

合計 90,300 千円 

※「未利用地の売却促進と有効活用」については計画期間全体で 200,100 千円という目標設

定としております。（140,000） 

※当初計画策定時に「目標効果額」を設定し、計画期間中に「取組みが困難」となっているも

のもありますが、「一定の期間に目標額を掲げてそれに向かって計画を実施する」という行財政

改革の性格上、2６年度の終了時点では引き続き「目標効果額」として記載しています。 


